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1　はじめに
　現在我が国の2017年度の租税及び印紙収入（以下，「税収」という。）の状況を見ると，
合計58兆7875億円のうち，所得税は18兆8816億円（32％）と税目の中でも最も多く
ウエイトも高い基幹税目とされている1）。しかしながら，2015年度の地方税を含めた
個人所得課税の税収構成比を諸外国と比較すると日本は31.2％（アメリカ53.1％，イ
ギリス34.1％，ドイツ42.6％，フランス30.0％）とOECD34か国中20位であり，国際
的にみてそのウエイトはそれほど高くない。また，個人所得課税の負担率（対国民所
得比）に至っては7.9％（アメリカ13.2％，イギリス12.3％，ドイツ13.2％，フランス
12.2％）とかなり低い状況にある2）。この現状に加え，2019年10月から実施予定の消
費税率の引上げが実施された場合，今後の日本での所得税の構成比はさらに低下する
ことが想定される。
　一方，我が国での過去の所得税の税収（構成比）の推移をみると，一時期を除いて
常に首位の座を維持しており，中でも1991年度には約26.7兆円（44.6％）もの税収を
あげていた。しかしながら，その後の景気回復の目的及び地方税への税源移転に伴
う度重なる減税や経済不況等によりその額は徐々に減少し，リーマンショック後の
2009年度には約13兆円（33.8％）と1991年度に比べ約半分に落ち込み，その後景気
1）2018年7月4日に財務省が発表した「平成29年度30年5月末租税及び印紙収入，収入額調」に
よる。
2）財務省HP，https: //www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/，「OECD諸国における
所得・消費・資産課税等の税収構成比の国際比較」（2015年度），「国民負担率（対国民所得比）
の内訳の国際比較」（2015年度）参照。
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の回復に伴い上昇を続けているが，ここ数年は2013年度約16兆円（33.1％），2014年
度約17兆円（31.1％）3），2015年度約18兆円（31.6％）と微増の状況となっており，将
来的に急激に増加することは期待できない。
　また，所得税の国税徴収決定済額の内訳をみると4），2016年度では20兆7099億円の
うち源泉所得税17兆450億円（82.3％），申告所得税3兆6648億円（17.7％）であり，
所得税のうちほとんどが源泉所得税で占めており，2016年2月から2017年1月までの
源泉所得税の課税状況に係る各所得区分の内訳をみると，16兆7218億円のうち10兆
3920億円（源泉徴収税額合計のうちの62.1％）が給与所得によるものであり5），概ね所
得税額全体の約半数が給与所得となっている，このことは，今後の所得税の在り方の
検討に当たっては，給与所得に係る課税の現状分析がまずもって不可欠であることを
示している。
　ところで，日本の所得税法ではその所得金額の算定に当たって，給与所得について
は収入金額に応じて特別の控除を設けるといった形で他の勤労的所得である事業所得
と計算方法が大きく異なっている。事業所得については，その年中の事業所得に係
る総収入金額から必要経費を控除した金額とする一方（所得税法27条②），給与所得
はその年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額としており（所得
税法28条②），仮に実質的にはほぼ同様の内容の勤労であっても雇用といった従属的
形態であれば給与所得とされ，請負といった独立的形態であれば事業所得とされると
いった形で勤労の対価を得るための法的性質が異なることにより，税制の適用が異な
る制度となっている。
　こうした現状の中，税制調査会において所得課税に関して2014年度以降働き方に
着目して検討がなされ，2014年11月に「働き方の選択に対して中立的な税制の構築
をはじめとする個人所得課税改革に関する論点整理（第一次レポート）」を，2015年
11月に「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理」を取りま
とめ，さらにこれらの論点整理を踏まえ，その一部として主に配偶者控除を中心に所
得控除制度に対する検討の必要性を，2016年11月に「経済社会の構造変化を踏まえ
た税制のあり方に関する中間報告」（以下，「中間報告」という。）において提言し，
その考え方の一部は2017年度税制改正に反映されている。
　その後，税制調査会では上記の働き方の違いに伴う税制の問題に関し，請負契約等
に基づいて働く使用従属性の高さという点ではむしろ被用者に近い自営業主（雇用的
3）2014年4月からの消費税の税率引上げ（4％⇒6.3％）の影響により，構成比は落ち込んでいる。
4）徴収決定済額とは，納税義務の確定した国税で，その事実の確認（徴収決定）を終了した金額
をいう（国税庁『第142回国税庁統計年報（平成28年度版）』316頁より。）。
5）国税庁HP，http://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/gensen2016/pdf/03_tokeihyo.
pdf，「税務統計」（平成28年度）3源泉所得税の表参照。
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自営）の割合が高まっていることや副業を希望する就業者数も年々増加している状況
にあるといった働き方の多様化等が進展する中で，「今後，さらなるICT化の進展等
により，働き方が一層多様化すると見込まれることや世代内・世代間の公平性を確保
する必要性を踏まえれば，現行の所得分類による税制上の取扱いの差を解消すること
が，重要になるものと考えられる。したがって，特定の働き方等による収入にのみ適
用される給与所得控除や公的年金等控除といった「所得計算上の控除」から，どのよ
うな働き方等による所得にでも適用される基礎控除等の「人的控除」に，負担調整の
ウェイトをシフトさせていくことが適当であると考えられる。また，所得分類のあり
方についても，今後，検討を進めていく必要がある。」旨，また，給与所得控除につ
いては，「未だ，実際の勤務関連経費や主要国の水準との間には大きな乖離があるこ
とから，中長期的には主要国並みの控除水準とすべく，漸次適正化のための見直しが
必要である。当面，特に乖離が著しい高所得者の給与所得控除の水準について，引き
続き見直しを進めていくことが適当と考えられる。」旨，働き方の多様化等を踏まえ
た諸控除の見直し等について，2017年11月に「経済社会の構造変化を踏まえた税制
の在り方に関する中間報告②」（以下，「中間報告②」という。）において提言している。
　この中間報告②等を踏まえ，2018年度税制改正においては，個人所得課税の見直
しを行ったところである。見直しの項目としては，①　給与所得控除・公的年金等控
除から基礎控除への振替，②　給与所得控除の適正化，③　公的年金等控除の適正化，
④　基礎控除の適正化である。
　このうち，特に給与所得控除に係る見直しに関しては，①　特定の収入にのみ適用
される給与所得控除の控除額を一律10万円引き下げ，どのような所得にでも適用さ
れる基礎控除の控除額を10万円引き上げる，②　給与所得控除については給与収入
が850万円を超える場合の最高控除限度額（現行給与収入1,000万円超の者の最高控
除限度額220万円）を195万円に引き下げる，③　②の最高控除限度額については子
育て世帯等，負担増とならないように配慮する等の内容である。
　これらの改正は，働き方の変化を含め社会経済構造の変化に対応するとの観点から，
方向性としてはある程度評価すべきと考えるが，その規模として特段一般の給与所得
者にとって大きな痛みを伴うような状況となってはおらず，果たしてこの程度の内容
で社会経済構造の変化に対応するといえるのか疑問である。また，上記②の給与所得
控除の最高限度額引下げと併せて，改正により最高限度額を超える者のうち，子育て
等を行っている者に対して実質的に負担増が生じないよう給与所得控除後の金額にあ
る一定金額を限度として控除する措置として③で示された子育て世帯等に対する配慮
措置として新たに創設された「所得金額調整控除」は，所得計算上の控除である給与
所得控除の特別規定と考えられるが，その実質は子育て等を行っている者が対象であ
り，こうした者への担税力の減殺を目的としていることから，所得控除の1つとして
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の扶養控除と同様の目的となっている。特定の給与所得者のみにしか適用されないこ
の制度は，その位置づけが不明であり，また，制度導入の効果，制度導入に伴う事務
処理上の煩雑さ等考慮すると，この制度の導入については疑義を感じざるを得ない。
　そこで本稿では，今回の給与所得控除の見直しに関して，これまでの給与所得控除
制度の経緯について整理し，2018年度の給与所得控除に係る税制改正の背景及び概
要について述べ，2018年度改正における給与所得控除について評価する等今後の給
与所得控除制度の在り方について考察することとしたい。
3　給与所得控除の沿革とこれまでの議論
（1）所得税創設期から終戦直後まで
　日本に初めて所得税が導入されたのは1887年（明治20年）である。当時の税制に
おいては課税対象とされる所得の範囲に給与収入が含まれており，給与収入金額自体
が所得金額とされていた6）。その後，勤労所得（給与所得）は，資産所得，事業所得
と比べて負担能力が弱いほか，その所得を得るのに多少の経費を必要とするとの趣旨
から7），1913年（大正2年）の所得税法改正により勤労所得の課税標準は収入予算年額
の10分の1を控除することとされ，今日の給与所得控除に繋がる勤労控除制度が創設
された8）。その後，控除率を所得金額に応じて制限を設ける等幾度か改正された。
　1940年（昭和15年）には分類所得税・総合所得税制度の創設及び源泉徴収制度の
導入に伴い，勤労所得が甲種，乙種に分類化され9），分類所得税においてはこれまで
の勤労控除制度は廃止された。その代わりに勤労所得の担税力や経費控除の問題につ
いて，他の所得との間で税率や基礎控除に差を設けることによって配慮され10），総合
6）所得税法（明治20年3月23日勅令第5号）第2条では「所得ハ左ノ定則ニ拠テ算出スヘシ」と
し，第1として「……官私ヨリ受クル俸給，手当金，年金，恩給金及割賦賞与金ハ其金額ヲ以テ
所得トス」旨規定されている。なお，1899年（明治32年）の改正により給与収入（勤労所得）
は第三種所得とされ，その所得金額はその収入金額の予算年額とされた（所得税法（明治32年2
月10日法律第17号）第4条三号）。
7）武田昌輔編『DHCコンメンタール所得税法2』第一法規出版2055頁。
8）所得税法（大正2年法律第13号）4条の4において「第三種ノ所得中俸給，給料，手当，歳費
ニ付テハ収入予算年額ヨリ其十分ノ一ヲ控除シタルモノヲ以テ所得トス。」旨規定された。
9）甲種は所得税の施行地において支払いを受ける給与（ただし，常時10人未満の使用人を使用
している個人から支払いを受けるものを除く。），乙種は甲種以外の給与であり（所得税法（昭和
15年3月29日法律第24号）（以下「昭和15年所得税法」という。）10条第4），甲種のみが源泉徴
収制度の対象とされた（昭和15年所得税法72条）。
10） 前掲注7武田編2057頁。ちなみに分類所得税の税率は，勤労所得6％（昭和17年改正以降17
年10％，19年15％，20年18％），事業所得8.5％（昭和17年改正以降17年13％，19年18％，20
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所得税（5,000円を超える所得に対する課税）において，総所得金額が1万円以下の
場合に限り勤労所得の金額の10％に相当する勤労所得控除が認められた（昭和15年
所得税法31条）。
　戦後，1947年（昭和22年）に分類所得税の廃止にともない，勤労所得は「給与所得」
とされ，勤労控除が収入金額の20％，控除限度額6,000円（同年12月の改正で25％，
控除限度額1万2,500円，昭和23年の改正で控除限度額3万7,000円に引上げ）とされ
た11）。
　以上，終戦直前までの状況をみると，現在の給与所得控除の前身である勤労控除は
他の所得との負担能力を調整する観点から勤労所得を軽課すべきとの観点で創設・改
正されており，この段階においては経費的な意味合いでの控除の認識は当時の所得税
法の考えとしてはそれほどなかったことが窺える。
（2）シャウプ勧告以降高度成長期
　日本の税制は所得税を含めて，シャウプ勧告によって抜本的に改正されたが，給与
所得についてもシャウプ勧告第一篇第四章「個人所得税―税率と控除」D節において
勤労控除についての考え方を示している。
　その概要について，まず，勤労控除の根拠として，
「a勤労控除は，個人の勤労年数の消耗に対する一種の減価償却の承認であること，
　b勤労控除は，勤労による努力および余暇の犠牲に対する表彰であること，
　c勤労に伴う経費に対し行政上の理由から特別な控除を認めることは，それが多く
の場合普通の生活費とほとんど区別がつかないから，不可能であるため勤労控除は，
余分にかかる経費に対する概算的な控除であること，
　d給与所得は，その他の所得に比して相対的により正確な税法の適用を受けるので
あるが，勤労控除は，それを相殺する作用を有すること，
の4点を挙げ，そのうちdは脱税を正当なものとみなすことになり，除外すべしとし，
aおよびbの項は，所得の大部分が財産の所有に基因するのでなく個人の努力によっ
年21％）であり（昭和15年所得税法21条第3，第4），基礎控除は勤労所得720円（昭和17年改
正で600円），事業所得500円（昭和17年改正で400円）である（昭和15年所得税法16条，17条）。
11） 雪岡重喜『所得税・法人税制度史草稿』大蔵省主税局調査課148頁において，当時インフレーショ
ンを原因とする勤労大衆の生活難による基礎控除額，扶養控除額の引上げ要望がかなり活発に行
われていたこと，勤労所得に対する租税負担が他の所得に比しての過重であったこと等があった
こと，また，同書157頁において分類所得税の廃止により，税率が超過累進税率による1本立て
となり，基礎控除額も総所得金額について1本となったので，勤労所得軽課の目的を達成するた
めに，従来適用されていた総合所得税に係る勤労所得の控除を復活し，給与金額の年3万円まで
の金額の2割，すなわち，給与所得6,000円（当時（昭和22年2月改正後）の甲種の勤労所得に
対する基礎控除額6,000円と同額）までは非課税とされた旨記している。
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て得られたかという点において，農業所得および中小商工業所得にも，同様に適用さ
れるべきであり，c項がどの程度まで営業および農業に適用されるかは，他の算定所
得や控除がいかに取り扱われているかに依存するところが大きいとしたうえで，控除
を要求するにしてもそれは現在の勤労控除より相当少額になるのはまぬがれない旨指
摘し，勤労所得の最初の20万円までに対しては10％まで引下げるべき」旨提言して
いる12）。
　これに対して，大蔵省は勤労所得者の税負担が急激に増加する心配から，当時の池
田蔵相がGHQのマッカート少将にまで訴えて，ようやく，シャウプ勧告の唯一の例
外として収入金額の15％，最高限度30,000円を勤労控除とすることで了承を得，1950
年度（昭和25年度）の改正が行われることとなった13）。
　その後，1953年（昭和28年）の税制改正により勤労控除の名称が「給与所得控除」
とされるとともに14），給与所得控除額の最高限度額は最高45,000円に引き上げられ，
以後，1973年（昭和48年）の改正に至るまで毎年のように限度額又は控除率の引き
上げが行われ，中でも，1957年（昭和32年）改正以降は収入金額を階層別に分け，
控除率に差を設けるといった改正も行われている。
　給与所得控除引上げの背景として，シャウプ勧告においては給与所得控除の根拠と
してはわずかに上記cの概算控除的要素しか認めてはいなかったが，その後の税制調
査会の中でそれ以外を含めて根拠について説明したものがあり，例えば1956年（昭
和31年）12月の臨時税制調査会答申では，
　「給与所得控除制度の根拠については，各種説明が行われているが，これを列挙す
ると次のとおりとなろう。
（1） 勤務に伴い必要となる経費の概算的な控除であるとする考え方
12） シャウプ使節団『日本税制報告書』（http://www.rsl.waikei.jp/shoup/shoupr01.html）巻Ⅰ・
Ⅱ69頁～ 72頁参照。
13） 泉美之松「サラリーマン税制の立法経緯と沿革」法律のひろば38巻3号14頁。なお，同稿では，
シャウプ使節団が当初，勤労控除の廃止を示唆したところ，当時の大蔵省主税局ではシャウプ使
節団に対し，勤労控除は①勤労所得の必要経費を概算控除するものである外，②勤労所得が本人
の死亡等によりその発生が途絶えるため資産所得や事業所得に比べて担税力が乏しいこと，③勤
労所得は源泉徴収の方法で課税されるため他の所得に比べて相対的により正確に捕捉（把握）さ
れやすいこと，④勤労所得は源泉徴収のため申告納税の場合に比べて約5か月間早期に所得税を
納付することになるのでその間の金利を考慮する必要があることを主張し，その結果10％の勧
告がなされた旨記している。
14） この名称変更については，前掲注13泉15頁によれば，「「勤労控除」と称していると，勤労的
要素の多い他の所得，たとえば，農業所得や事業所得のうち大工，とび，左官等の所得について
も，勤労控除を認めよという議論を誘発し，そこに一線を画することがむずかしくなるという国
会での議論があり，それに基づいて改称されたものである。」旨記している。
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（2） 給与所得は，本人の死亡等の場合には直ちにとだえるが，一方資産所得及び事業
所得は，資産所有者又は企業主が死亡しても，遺族等が引き継ぐことができる性
質のものであり，これらの所得に比べて給与所得は特に担税力が低いから，これ
を調整するものであるとする考え方
（3） 給与所得は，他の所得に比べて相対的により正確に把握されやすいから，これを
相殺するための控除であるとする考え方
（4） 給与所得については，所得税の源泉が行われるが，その結果，申告納税の場合に
比べ平均して約5か月程度早期に納税することとなるから，その間の金利を調整
する必要があるとする考え方
　これらの考え方は，いずれも一つだけで現行の給与所得控除制度を完全に説明する
ことはできないにしても，それぞれ相当の根拠を持ち，これらを総合して現行給与所
得控除の趣旨とすることが妥当と思われる。これらの観点から，給与所得控除の率，
及び最高限度を決定するに当たっては，我が国の実情に即して考えることは必要であ
り，ことに，わが国の実情を反映した過去の沿革を重視することは忘れてはなるまい。」
と提言している。
　こうした答申の背景には後に社会問題化される「クロヨン問題」と同様に，このこ
ろから給与所得者の実際の負担が，他の所得者に比して重いとの感じが当時の社会状
況としてあったこともその要因の1つと思われる15）。
　このように，給与所得控除は戦前においては負担調整的視点が中心であったが，シャ
ウプ勧告のしばらく後からは，経費の概算控除的な面，捕捉率の相違の考慮，源泉徴
収に伴う金利の調整といった根拠を総合して給与所得控除の趣旨とする考えに変化し
てきている16）。その後給与所得控除については，こうした答申を受け，シャウプ勧告
15） 上記『臨時税制調査会答申』（昭和31年12月）48頁以下では，昭和24年から昭和31年までの
所得税負担の推移について，納税人員や所得種類別国民所得の割合の変化の計数を給与所得者，
農業所得者，営業所得者等を比較し，後二者の落ち込みが給与所得者に比し著しく低く，給与所
得の伸びが著しかった事実，営業所得者の法人なりを参酌しても給与所得者の負担が相対的に重
くなっており，このことは，市町村民税の額をたがいに比べても明らかである旨指摘している。
16） 後の大島事件において，下級審判決の京都地裁昭和49年5月30日判決はこうした考えにより
判示したが，最高裁昭和60年3月27日判決では，「前期答申及び立法の経過によると同様，給与
所得控除は，給与所得に係る必要経費を概算的に控除しようとするもの以外に，（1）給与所得は
本人の死亡等によってその発生が途絶えるため資産所得や事業所得に比べて担税力に乏しいこと
を調整する，（2）給与所得は源泉徴収の方法で所得税が徴収されるため他の所得に比べて相対的
により正確に捕捉されやすいことを調整する，（3）給与所得においては申告納税の場合に比べ平
均して約五か月早期に所得税を納付することになるからその間の金利を調整する，との趣旨を含
むものであるが，このような調整は，前記の税制調査会の答申及び立法の経過によっても，それ
がどの程度のものであるか明らかでないばかりでなく，所詮，立法政策の問題であって，所得税
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における消極的見解に反しつつも，限度額又は控除率の引き上げが行われ，1961年
度（昭和36年度）には定額控除（導入当初1万円）が導入されている。
（3）1974年度（昭和49年度）改正及びそれ以降の見直し
　1973年度（昭和48年度）に入り，根強い物価上昇基調に加え，国際的な石油供給
の制限という新たな事態の発生により我が国経済社会を取り巻く環境条件が厳しくな
る一方，所得水準の急激な上昇を反映して有業人口に占める納税者の割合は逐年増加
し，消費生活の高度化・多様化の傾向や，消費者物価の動向等を背景として，課税最
低限の大幅な引上げを求める声が増加してきた。
　こうした環境の中，税制調査会では，給与所得者の負担が相対的に重たいのではな
いかとの実感からサラリーマン層からの減税推進の意見が強く，給与所得が他の資産
所得等に比し，相対的に担税力が弱いということも考慮して，給与所得控除の仕組み
を基本的に見直し，大幅に拡充するという方式による実現が適当であるとした上で，
これまでの定額控除について，まず一定額を控除し，その後定率控除する仕組みは計
算が複雑であること，最高限度額に関して，給与所得控除は勤務に伴う経費の概算控
除と説明されているにもかかわらず，収入の増加に応じて何がしかの経費が増加する
という事実を反映した仕組みになっていないのは理論的に不徹底であること等から定
額控除に代えて大幅な最低控除額を導入するとともに最高限度額を撤廃する旨提言を
行った17）。
　この答申を受け，1974年度（昭和49年度）の税制改正において給与所得控除にお
いてこれまで適用されていた定額控除を廃止，最低控除額を導入し，1975年分（昭
和50年分）以降は最低控除額を50万円18），給与収入金額150万円までは収入金額の
40％，150万円越え300万円まで30％，300万円越え600万円まで20％，600万円越え
10％とし（昭和55年分以降，1,000万円越えは5％に改正），定率控除1本にするとと
もに最高限度額を撤廃した。なお，この見直しによる1974年度（昭和49年度）の減
収額は9,720億円とされている19）。その後，1989年度（平成元年度）の税制改正により
最低控除額を65万円とする改正が行われ，1995年度（平成7年度）の税制改正で収
の性格又は憲法一四条一項の規定から何らかの調整を行うことが当然に要求されるものではな
い。」旨判示し，（1）から（3）の理由における給与所得控除の本質的な根拠について否定的見解を
示している。
17） 税制調査会『昭和49年度の税制改正に関する答申』（昭和48年12月）4頁。
18） 昭和48年分の定額控除額が152,000円であり，昭和49年分の最低控除額が437,500円（1年間の
み）であったことからすると，この改正での控除額の規模が大幅なものであったことが窺える。
19） 税制調査会財務省提出「説明資料（所得税）」（平成29年10月23日）18頁「昭和40年代の所
得税の諸控除の主な見直し」。
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入金額600万円以下の控除率の適用範囲が見直されている。
　給与所得控除の性格について，先の税制調査会『昭和49年度の税制改正に関する
答申』において，勤務に伴う経費の概算控除との考え方が強く表れており，また，こ
れ以降の税制調査会から出された昭和50年代の答申を見ると「給与所得とその他の
所得との負担の調整を図ること」が盛り込まれており，給与所得控除の性格がこの時
代以降，これまでの4つの考え方から，①勤務に伴う経費の概算控除の性格，②他の
税目との負担調整を図ることの2つに絞られてきたと考える20）。
（4）近年の給与所得控除縮減の動き
　2000年度（平成12年度）に入ってから以降数年間，税制調査会において給与所得
控除について上記2つの性格を念頭にしつつも，そのうちの「他の所得との負担調
整」といった一定の配慮を加える必要性は薄れてきていること，主要国の概算控除の
水準はわが国に比較して低いこと，現行の給与所得控除の水準は給与所得者の経費に
関する概算的な控除としては相当手厚いこと等を踏まえて仕組みを見直すべき旨の提
言21），給与所得控除について控除額に上限が設けられていない仕組みを見直すことが
適当である旨の提言22），高額な役員給与については，「他の所得との負担調整」部分が
過大となっていることから役員給与に係る給与所得控除を見直す旨の提言23），等給与
所得控除縮減に向けての指摘がなされた。
　こうした流れの中，2012年度（平成24年度）税制改正では，給与所得控除については，
マクロ的に見ると，給与収入総額の3割程度が控除されている一方，給与所得者の必
要経費ではないかと指摘される支出は給与収入の約6％であるとの試算もあり，以前
から主要国との比較においても全体的に高い水準となっているとの指摘がある中で，
特に①給与所得者の必要経費が収入の増加に応じて必ずしも増加するとは考えられな
いこと，②主要国においても定額又は上限が設けられていること等を踏まえ24），給与
20） 石田和之「地方税制温故知新（第33回）給与所得控除の意味と仕組み」．税69巻3号210頁参照。
なお，税制調査会『税制の抜本的見直しについての答申』（昭和61年10月）30頁では，給与所得
控除の在り方について「これまでの当調査会における議論等に照らしてみれば，現行の給与所得
控除は，勤務に伴う費用を概算的に控除することのほか，給与所得の特異性に基づいた他の所得
との負担の調整を図ることを主眼として設けているものと理解される。」として，概ね2つの性
格に絞っている。また，同答申31頁ではこの2つの分け方については「給与所得控除額の各々二
分の一相当額をもって概算控除部分と特別控除部分とすることが適当であろう。」旨指摘している。
21） 税制調査会『わが国税制の現状と課題―21世紀に向けた国民の参加と選択―』（平成12年7月）
101頁，税制調査会『あるべき税制の構築に向けた基本方針』（平成14年6月）9頁。
22） 税制調査会『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成19年11月）13頁。
23） 『平成23年度税制改正大綱』（平成22年12月16日）11頁。
24） 財務省主税局『平成24年度　税制改正の解説（平成24年3月改正）』250頁。
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等の収入金額が1,500万円を超える場合の給与所得控除額については245万円の上限
が設けられた。
　さらに，2014年度（平成26年度）改正において，これまでの給与所得控除に係る
議論の経緯や税制抜本改革法においても更なる検討が必要とされていることから（税
制抜本改革法7条）25），中長期的には主要国並みの控除水準とすべく，漸次，適正化す
るための見直しが必要との観点に立ち26），給与所得控除の上限額の引下げ（2016年（平
成28年分）は給与収入額1,200万円で給与所得控除額230万円，2017年分（平成29年
分）以降は，給与収入額1,000万円で給与所得控除額220万円）が行われた。
　2000年度（平成12年度）以降の税制調査会の議論の流れを整理すると，給与所得
控除の性格についてこれまでの①勤務に伴う必要経費の概算控除の性格，②他の税目
との負担調整を図ることの考え方を維持しつつも，これまで拡大してきた給与所得
控除について縮小を提言する流れに代わってきている状況がみられる。このことは
1990年代に入ってからの景気低迷や減税を原因とする歳入の伸び悩み及び高齢化を
背景とする社会保障費等の歳出増加による財政ギャップの増大に伴う赤字財政の拡大
といった財政事情の中で基幹税目である所得税について，これまでの給与所得控除を
はじめとする各種控除の累次にわたる拡充によって課税最低限が国際的に見て高い水
準となってきたことからも27），その見直しが求められるといった流れとなっている。
3　給与所得控除に係る2018年度税制改正の背景及び概要
　2において給与所得控除に関する考え方の変遷及びここ数年間の制度の見直し等に
ついて述べたが，こうした見直し後においても給与所得控除については1の中間報告
②の指摘にかかる問題点を踏まえ，2018年度税制改正が行われた。
（1）2018年度税制改正の背景
イ　給与所得を取り巻く環境の変化
　給与所得課税を取り巻く環境は給与所得者の基盤となる雇用形態がここ数十年の
25） 税制抜本改革法第7条二号ロでは「給与所得控除については，給与所得者の必要経費に比して
過大となっていないかどうか等の観点から，実態を踏まえつつ，今後，その在り方について検討
する。」旨規定している。
26） 財務省主税局『平成26年度　税制改正の解説』98頁以下。
27） 前掲注21税制調査会（平成12年7月）資料では，夫婦子2人世帯の課税最低限は384.2万円（子
のうち1人は特定扶養）で，諸外国（米245万円，英113.4万円，独384.9万円，仏294.3万円）に
比べて高額となっている。なお，給与所得控除は384.2万円中130.8万円と全体の約3分の1を占
めている。
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間，社会経済のグローバル化を契機にこれまでの年功序列型賃金や終身雇用制度と
いった正規社員を核とするシステムが変化するなかで，非正規雇用が拡大してきてい
る等著しく変化してきた28）。そのなかでも特に公的年金の受給資格者となる高齢者や
女性の就労が拡大し29），非正規雇用の核となっている。また，少子化の流れの中で若
年男性の人口減少に伴い，雇用者数は2001年をピークに減少傾向にあり，若年層に
おいても非正規従業員の割合が上昇している30）。
　一方，給与所得者以外の自営業者の状況は，全体としての自営業主数が減少してい
る。その中でも特に農林漁業従事者，生産工程従事者，小売・卸売店主といった「伝
統的自営業」の割合が減少する一方，IT化の進展する中で多様なクラウドソーシン
グが可能となり，請負契約等に基づいて働く，従属性といった点でむしろ実態として
は雇用者に近い「雇用的自営等」の割合が増加している31）。
　また，副業について現在はそれほど多くはないが，副業を希望する就業者数は年々
増加している32）。
28） 前掲注19税制調査会資料11頁「雇用者数の推移」の表によれば，1984年度では役員を除く雇
用者数3936万人のうち，正規社員3333万人，非正規社員604万人，非正規割合15.3％であったが，
2016年度ではそれぞれ雇用者数5391万人，正規社員3367万人，非正規社員2023万人，非正規割
合37.5％とここ30年余りの間，正規社員が変わらない中，非正規社員が3倍以上増加し，非正規
割合も倍以上に増大している。
29） 税制調査会財務省提出「説明資料（資料経済社会の構造変化・働き方の変化）」（平成27年9月
3日）15頁「「雇用者」のうち正規・非正規雇用者数の推移（高齢者）」の表によれば，1995年度
では65歳以上の雇用者数137万人，正規社員63万人，非正規社員64万人，非正規割合50.4％で
あったが，2014年度では雇用者数320万人，正規社員86万人，非正規社員234万人，非正規割合
73.1％となっている。また，上記資料16頁「「雇用者」のうち正規・非正規雇用者数の推移（女性）」
の表によれば，1995年度の25歳以上64歳以下の女性の雇用者数1498万人，正規社員877万人，
非正規社員621万人，非正規割合41.5％であったが，2014年度では雇用者数1978万人，正規社員
874万人，非正規社員1104万人，非正規割合55.8％となっている。
30） 前掲注29税制調査会資料17頁「「雇用者」のうち正規・非正規雇用者数の推移（若年男性）」
の表によれば，2000年度の25歳以上34歳以下の男性の雇用者数790万人，正規社員745万人，
非正規社員45万人，非正規割合5.7％であったが，2014年度では雇用者数605万人，正規社員503
万人，非正規社員102万人，非正規割合16.9％となっている。なお，非正規雇用者としての働き
方を選んだ理由（2010年）としては「正社員として働ける会社がなかったから」40.3％，「自分
の都合のよい時間に働けるから」33.5％となっている。
31） 前掲注19税制調査会資料12頁「働き方の多様化について～職種別自営業主数及び構成比の推
移～」の表によれば，1985年度の自営業主数885万人，伝統的自営業割合86.6％（雇用的自営業
者147万人，14.4％）であったが，2010年では自営業主数551万人（対1985年度比62.3％），伝統
的自営業割合71.3％（雇用的自営者254万人，28.7％）となっている。
32） 前掲注19税制調査会資料13頁「兼業・副業の現状」によれば，2012年就業構造基本調査（総
務省）による副業者数は約234万人（全就業者数の3.6％）であるが，現在就業している者のうち，
― 184 ―
2018年度税制改正を踏まえての給与所得控除の在り方
ロ　現行の勤労的所得に係る所得税制の違い
　1で述べたように，給与所得者に対しては給与所得控除が適用され，給与所得控除
として給与収入額に応じて原則として4段階の定率の控除率（40％～ 10％）を適用す
ることとし，給与収入の増加とともに逓増的に拡大する方式で最低保証額65万円，
控除限度額220万円の範囲内において控除することとされている（所得税法28条③）。
なお，給与所得者においては給与所得控除に加えて，特定支出控除の特例適用が認め
られている33）。
　一方の事業所得者に対して控除するのは収入金額を得るために要した個別対応経
費，期間対応経費等としての必要経費であり（所得税法37条他），これ以外に青色申
告者に対して実額での必要経費とは別に給与所得控除額の最低保証額と同額の65万
円又は10万円の青色申告特別控除が認められている（措置法25条の2）。
　この所得税制の違いが税負担にどのように影響を及ぼすかについては，個別の事情
により異なるが，雇用契約で会社等に勤務する給与年収200万円の人と，請負契約で
SEとして仕事をする事業収入200万円の人（いずれも30歳，独身）について，所得
税及び住民税を計算するとそれぞれ前者は86,000円，後者は160,900円となり，SEの
負担は倍近くにもなると試算するものがある34）。
ハ　給与所得控除額の国際比較及び勤務関連経費の状況
　現在，給与所得控除額については日本の所得税法では上記（2）のとおりであるが
これを諸外国と比較すると，かなり高額な状況となっている。例えば，イギリスでは，
給与所得者を対象とした概算控除制度は設けられておらず，実額控除のみであり，ま
た，ドイツ・フランス・アメリカでは，概算控除制度と実額控除制度との選択制とさ
れており（したがって，日本の特定支出控除のように，概算控除である給与所得控除
「現在就いている仕事を続けながら，他の仕事もしたいと思っている者」（追加的就業希望者）は
368万人程度おり，年々増加傾向にあるとしている。
33） 特定支出控除とは，居住者が特定支出（通勤費，転居費，研修費，資格取得費，帰宅旅費，書
籍等の勤務必要経費のうち一定のもの）をした場合において，その年中の特定支出の額の合計額
が給与所得控除額の2分の1に相当する金額を超えるときは，給与所得の金額は，給与収入金額
から給与所得控除額を差し引いた残額から，その超える部分の金額を控除して給与所得金額を算
定する制度である（所得税法57条の2）。この制度からすると，前掲注20の税制調査会答申（昭
和61年10月）で指摘しているように，給与所得控除のうち勤務費用の概算控除部分が1/2，他
の所得との負担調整が1/2との考え方が窺われる。なお，前掲注19の税制調査会資料23頁「特
定支出控除の見直し（24年度改正）」によれば近年の適用申請件数は2014年分1978件，2015年
分1845件，2016年分1522件である。
34） 山田淳一郎「給与所得控除は実態に合っているか」税経通信2017年5月号2頁。なお，この経
費の試算ではSEの経費を10％（20万円）と試算している。
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の上乗せとはなっていない。），そのうちドイツ，アメリカは定額制（ドイツ1,000ユー
ロ（13.2万円），アメリカ12,000ドル（130万円）），フランスは日本と同様に定率制で
控除限度額を有しているが，控除限度額は12,305ユーロ（162.4万円）と日本より低く，
総じて日本の給与所得控除額は諸外国の中でも高額で，給与収入者にとっては相対的
に見て有利な状況となっている35）。
　また，給与収入者世帯の年間収入における各給与収入階級別の1世帯当たり品目別
年間支出金額（2016年度）は全体で25.2万円，年間収入最上位の階層である年間収
入903万円超においても39.8万円となっている。また，これらの支出項目の過去数十
年間の金額は概ね20万円～ 50万円であり，収入に占める支出の割合は，4～ 10％程
度とかなり低い36）。
　以上のような状況を踏まえると，給与所得控除における勤務費用の概算控除部分は，
かなり高額となっていると評価できる。
（2）2018年度税制改正における給与所得控除の見直し
　政府は2018年度税制改正において，こうした働き方の多様化を踏まえ，様々な形
で働く人をあまねく応援する等の観点から37），特に給与所得控除については上記（3）
の状況を踏まえ38），個人所得課税の見直しを行った。個人所得課税全体の主な改正の
中身は以下のとおりである。
①　給与所得控除及び公的年金等控除の控除額を一律10万円引き下げ，基礎控除の
控除額を10万円引き上げる。
②　給与収入が850万円を超える場合の控除額を195万円に引き下げる。
③　公的年金等収入が1,000万円を超える場合の控除額に195.5万円の上限を設ける。
35） 財務省HP，https: //www.mof.go.jp/tax_policy/summary/income/b04.htm，「給与所得者を
対象とした概算控除の国際比較」の表参照。なお，アメリカの概算控除は医療費控除や寄付金控
除を含む概算控除で，給与所得者に限らず適用されるとしている。
36） 前掲注19税制調査会資料22頁「勤労者世帯の年間収入5分位階級別1世帯当たり品目別年間支
出金額調」参照。これによれば，給与所得者の勤務に関連する経費ではないかと指摘される支出
品目は，衣料品，身の回り品，理容・洗濯，文具，新聞書籍，こづかい，つきあい費であり，実
際には，給与所得者の勤務とは関係がない支出も含まれているとしている。
37） 『平成30年度税制改正の大綱』（平成29年12月22日閣議決定）1頁，『平成30年度税制改正大綱』
（平成29年12月14日，自由民主党・公明党）3頁以下。
38） 第196回国会　衆議院財務金融委員会（2018年2月21日）において，自由民主党の津島委員（津
島淳衆議院議員）からの給与所得控除に関する質問に対し，財務省主税局長の星野政府参考人は
「給与所得控除につきましては，ただいま委員からも御指摘ございましたとおり，給与所得者の
勤務関連経費や主要国の概算控除額と比べて過大となっているということを踏まえまして，給与
所得控除の上限額を引き下げることといたしております。」旨答弁している。
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④　基礎控除については合計所得金額2,400万円超で控除額が逓減を開始し，2,500万
円超で消失する仕組みとする。
　ところで，②に関して，納税義務者が特別障害者に該当するとき又は23歳未満の
親族若しくは特別障害者である扶養親族を有する場合には，給与等の収入金額（その
給与等の収入金額が1,000万円を超える場合には，1,000万円）から850万円を控除し
た金額の10％に相当する金額を，その年分の給与所得の金額から控除する旨の規定
（所得金額調整控除）が創設された（租税特別措置法41条の3の3①）。この規定の目
的としては，今回の控除限度額の引下げに伴う子育て家族等に対する負担増が生じな
いようにする措置とされている39）。
　また，この所得金額調整控除はその年の給与所得控除後の給与等の金額及び公的年
金等に係る雑所得の金額がある居住者で，その給与所得控除後の給与等の金額及びそ
の公的年金等に係る雑所得の金額の合計額が10万円を超えるものに係る総所得金額
を計算する場合には，給与所得控除後の金額（10万円を超える場合には10万円）及
び公的年金等に係る雑所得の金額（10万円を超える場合には10万円）の合計額から
10万円を控除した残額を給与所得の金額から控除する形で適用される（租税特別措
置法41条の3の3②）。これは，給与所得，公的年金の両方の所得がある場合は，両
方の控除が最大で20万円が減額されることになり，基礎控除の10万円引下げだけで
は，最大10万円の所得増加になって，単なる両控除からの基礎控除へのシフトとい
う趣旨に合致しないことになってしまう点を調整する措置である40）。
　なお，上記租税特別措置法41条の3の3①の所得金額調整控除の適用に当たっては，
適用を受ける者があらかじめ申告書を給与等の支払者を通じて所轄税務署長に提出し
た場合には年末調整において適用される（租税特別措置法41条の3の4①）。
4　2018年度税制改正における給与所得控除の見直しの評価
（1）給与所得控除額の一律10万円引下げ及び基礎控除額の10万円引上げ
　2018年度税制改正について給与所得控除関係に限ってみると，3（3）での問題点に
鑑み給与所得控除を引き下げるとともに，特定の働き方等による収入にのみ適用され
39） 前掲注38衆議院財務金融委員会において星野政府参考人は「今般，給与所得控除の見直しに
おきましては，控除が頭打ちとなる給与収入を850万円超に引き下げるに当たりまして，子育て
世帯や介護世帯に配慮をする観点から，給与収入が850万円を超えていても，23歳未満の扶養親
族がいる者ですとか特別障害者である扶養親族がいる者などには負担増が生じないような措置を
講ずることといたしております。」旨答弁している。
40） 藤曲武美「大綱から読み解く平成30年度税制改正の全体像，所得税関係（1）所得税改革」税
理2018年3月号29頁。
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る給与所得控除から，どのような働き方等による所得にでも適用される人的控除であ
る基礎控除等の負担調整のウェイトをシフトさせていくとの視点では，働き方の多様
化に対応した内容であり，税制調査会の指摘にあるように本来の所得金額の在り方に
則った方向性を示している面においては評価される。
　しかしながら，給与所得控除の現状は，3（3）のとおり，データとしてかなり高額
であり，そのように認識している者も多く41），今回の改正によっても高額な部分が改
善されたとは考えにくい。特に，この改正による増減規模が10万円程度とわずかで，
方式においても増減一体的な形で一部の独身等を除く大多数の給与収入者にはほとん
ど影響を与えない内容となっている等現状維持的な要素が強い42）。また，3（3）にある
ように給与所得者における現実の収入に占める勤務関連支出額の割合は，4～ 10％程
度とした上で，この部分を概算とするなら残りの部分は「他の所得との負担調整」と
なり，10万円程度の引下げを行ったとしても残りの部分はまだかなり多額である。
結果として，今回の改正の給与所得者と雇用的自営等とのイコールフッティングを図
るとの目的である，働き方の形態に伴う格差の解消につながるかについては疑問であ
る。
　さらに，今回の改正に際して，所得計算上の控除である給与所得控除及び本来最低
限度の生活費を維持するために必要な部分の担税力の配慮から設けられた基礎控除と
してどの程度の金額が妥当であるかといった観点からの検討は見受けられない。給与
所得控除については，これまでも度々見直しが行われており，今回もその一連の流れ
の中で行われたと考えられるが，あるべき姿をあまり議論せずに行っている関係上，
給与所得控除についてどの層が，どの程度の控除が適切なのか，また，基礎控除とし
て最低限どの程度の金額必要とされるべきか等の基本的な考えが明らかでなく，今後
更なる見直しが行われるのかも不明であり43），不十分な感は否めない。
41） 前掲注34山田2頁では「給与収入を獲得するための経費の実額を明らかに大幅に上回っている
ことは税の専門家でなく，ある程度所得税の知識を持つ人なら皆知っている。」旨評している。
42） 前掲注38衆議院財務金融委員会において星野政府参考人は「この見直しにより負担増となる
人数は230万人程度（給与所得者の約4％）と見込んでおり，影響が過大にならないように配慮
した上で行っている。」旨の答弁をたびたび行っている。
43） これに関して，『平成26年度税制改正大綱』（平成25年12月12日，自由民主党・公明党）6頁
において「給与所得控除については，税制抜本改革法において，そのあり方について検討するこ
ととされている。現行の水準は，所得税の課税ベースを大きく浸食しており，実際の給与所得者
の勤務関連支出に比しても，また，主要国の概算控除額との比較においても過大となっているこ
とから，中長期的には主要国並みの控除水準とすべく，漸次適正化のための見直しが必要である。」
旨明記され，さらに前掲注37の『平成30年度税制改正大綱』（平成29年12月14日，自由民主党・
公明党）4頁において平成26年度税制改正大綱の上記方針を受けて「平成30年度税制改正におい
ても，この方針に沿って，引続き給与所得控除の上限の引下げを行う。」旨明記され，『平成26年
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（2）給与所得控除と所得の捕捉率との関係
　所得の捕捉率の問題については，2（2）で示したように，過去に事業所得等と給与所
得間において捕捉率に格差があるといった「クロヨン問題」が解消されておらず，今
回の改正においてこうした問題を放置したままで，給与所得控除のみを減らし，事業所
得者が有利になる基礎控除を増やすのは理屈に合わない旨の指摘がなされている44）。
　2で述べたように，この問題を契機とした給与所得控除の根拠については，こうし
た問題を給与所得控除の根拠とした時代もあったが，1980年代以降税制調査会の問題
として「他の所得との負担調整」といった表現以外に「クロヨン問題」を是認した形
で給与所得控除を議論した形跡は見受けられない。この問題については1980年頃に社
会問題化されている中で，国民所得統計と課税所得を比較して実態として「クロヨン」
の存在が推認される旨指摘する見解が見受けられた45）。その後，消費税導入後におけ
る実態調査として「77年には給与所得者，自営業者，農業所得者の間に9対7対4に
近い所得捕捉率の格差があったのに対し，その後20年間でその差は飛躍的に縮小し，
97年の時点では10：9：8に近い比率になっており，大幅に改善している」旨分析し，
税務執行体制の強化，農業分野における構造変化，所得標準の廃止等により，その存
在を否定はできないものの，その格差はかなり縮小してきているとする報告や46），近
年では全国消費実態調査から事業所得の捕捉率は約69％とする調査報告がある47）。
度税制改正大綱』の方針が確認されている。こうした状況を踏まえると今後更なる見直しが想定
され得る。なお，前掲注37衆議院財務金融委員会において，うえの賢一郎財務副大臣は「過去の
与党税制改正大綱でそのような記述があったということだろうと思いますが，直近の平成30年度
与党税制改正大綱に沿って，私どもは今後の対応について考えていく。」旨答弁し，今後の改正
の有無について明らかにしていない。
44） 品川芳宣「キャッチフレーズより中身重視の所得税改革を」税務弘報2018.3号15頁。同旨葭
田英人「給与所得控除の見直し」月刊税務事例　50巻3号24頁，2017年12月8日の日本経済新
聞2頁「「クロヨン」棚上げゆがむ税」の記事。
45） 石弘光「課税所得捕捉率の業種間格差」季刊現代経済1981年42号72頁以下。
46） 大田弘子，坪内浩，辻健彦「所得税における水平的公平性について」景気判断・政策分析ディ
スカッション・ペーパー内閣府政策統括官（経済財政―景気判断・政策分析担当），2003年3月
24頁以下。なお，上記引用の経済産業省「経済活性化のための税制基本問題検討会　最終報告書」
2001年4月32頁では「一橋大学の石教授によると，『1970年代までは事業所得者，農業所得者と
給与所得者の間の所得捕捉率格差は大きかったが，1980年代に入り急激に改善し，1990年代は
じめにはほぼ同レベルに達している。』」としている。
47） 立岡健二郎「事業所得の捕捉率を推計する―給与所得と事業所得の間の捕捉率格差は残存―」
JRIレビュー 2016年5号。なお，国税庁『申告所得税標本調査結果（概要）（平成28年分）』24
頁では事業所得者の1人当たりの平均所得金額は411万円，29頁では青色申告者の事業所得者に
おける青色事業専従者1人当たりの平均給与額208万円（青色専従者割合23.4％）となっており，
また，国税庁『民間給与実態統計調査結果（平成29年分）』12頁では1年通じて勤務した給与所
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　この問題については，アナログ社会からデジタル社会への変化の中で，ここ数十年
間に情報通信機器の普及率が上昇48），記帳，申告環境が変化し49），加えて2016年1月よ
り共通番号制度が導入された状況に鑑みれば，課税当局としては以前に比べて所得の
捕捉は容易になった面は考えられる50）。しかしながら，デジタル社会の中で各取引の
情報を的確に捕捉するためには，取引においてもデジタル機器を用いることが必要で
あるところ，日本では決済におけるキャッシュレス割合が18.4％と低く51），現状にお
いて課税当局において事業者の所得をすべて捕捉することは不可能である。クロヨン
問題をどの程度社会的に問題視すべきかについて考えると，捕捉不能の程度は問題視
されるとしても，就業者に占める給与所得者の割合が約9割となっており52），事業所
得者が現状において3（1）のように「伝統的事業者」から主にITを用いて事業を行
う「雇用的事業者」にシフトしている状況にある。こうした状況は以前のような「ク
ロヨン問題」とは異にする現状であり，今後IT化やキャッシュレス化の更なる進展
に伴い，所得の捕捉が可能となり，捕捉率の差があるとしても縮小する可能性が高く，
この問題については給与所得控除の引下げの動きの妨げにすべきでないと考える。
（3） 最高限度額195万円及びその適用対象者である給与収入者の給与収入額が
850万円であることの根拠
　今回の改正により，控除額の上限を195万円に引き下げ，この対象とされる給与収
入者についても850万円を超える者としているが，195万円の額の決定については特
段の理論的根拠は示されておらず，税収確保等含め各種所得者における税負担の比較
得者1人当たりの平均給与額は432万円（参考：給与所得控除後の金額（平成29年分）（以下「控
除後」という）292万円），（男性532万円（控除後371万円），女性287万円（控除後183万円））
となっている。
48） 総務省『情報通信白書平成29年版』281頁によると2016年の世帯における情報通信機器の普
及状況「モバイル端末全体」及び「パソコン」の世帯普及率は，それぞれ94.7％，73.0％となっ
ている。
49） 2018年5月25日に発表された国税庁『平成29年分の所得税等，消費税及び贈与税の確定申告
状況等について』によれば，ICTを利用した所得税等の確定申告書の提出人員は1,434万2千人（確
定申告書の全提出件数2,197万7千人の65.3％）となっている。
50） ただし，第190回国会　衆議院財務金融委員会（2016年2月17日）において国税庁次長の星野
政府参考人より「番号制度導入後においても，一般の消費者を対象とする小売業やサービス業な
どに係る取引情報の把握には限界がありますし，……国税当局において全ての所得を把握するこ
とは困難であると考えております。」旨答弁がなされている。
51） 経済産業省商務サービスグループ消費・流通政策課「キャッシュレス・ビジョン」（平成30年
4月）10頁「図表4各国のキャッシュレス決済比率の状況（2015年）」参照。これによれば，韓
国89.1％，中国60.0％，アメリカ45.0％と高くなっている。
52） 『平成24年度税制改正大綱』（平成23年12月10日）10頁。
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衡量を行いつつバランスを考慮した現実的な視点からの判断によってなされたことが
窺える53）。
　また，最高限度額適用者の給与収入額850万円超の者についてもその金額の決定過
程に際して，ある程度政治的要素が働いた旨の報道がなされているように54），今回の
改正により事実上増税とされる給与収入者のラインをどのレベルで判断するかについ
て紆余曲折があったものと推認される。国税庁での『民間給与実態統計調査結果（平
成28年分）』によると，全国の年間給与所得者約4,869万人のうち900万円を超える者
は約299万人（6.1％），800万円を超える者は約433万人（8.9％）であり，このデータ
から判断して850万円超の者として7～ 8％程度の層が該当することになる。この層
は上位1割に満たないことから一般的に見て上流層と判断されがちと思われるが，都
市部（東京国税局管内）では年間給与所得者約1,578万人のうち900万円を超える者
は約155万人（9.8％），800万円を超える者は約221万人（14％）であり，都市部のサ
ラリーマンとしては800万円程度の給与収入額はごく一般的な庶民に近い層であると
の意識が反映され，こうした判断につながったものと考える55）。
　本来，給与所得控除の根拠を勤務に伴う経費の概算控除の性格と位置付けるのであ
れば，1974年度（昭和49年度）改正時のように最高限度額は設けるべきでないとの
理屈になる。しかしながら，2012年度（平成24年度）の改正に際して2（4）で示し
たような理由により復活し，この段階から給与所得控除はすべての給与所得に対する
概算控除であるとの考え方から，一定の給与収入額以下の部分に限って適用される制
度に変更されたことになる。ただし，一定の給与収入以上の者は一定金額以上につい
て給与所得控除が適用されないことにより不利益となるものではなく，本来，給与所
53） 前掲注38衆議院財務金融委員会において控除額の上限を195万円とした根拠について星野政府
参考人は「これまで給与所得控除の上限の引下げにおける一回当たりの最大の引下げ幅，これが
15万円であったことを考慮するとともに，地方税収におきまして，850よりも上に行きますと，
地方税収がぎりぎりマイナスになってしまう，これを避けるということを総合的に勘案したもの
でございます。」旨答弁している。これに関して，国民民主党の近藤委員（近藤和也衆議院議員）は，
「26年度の与党の税制改正大綱で，せめて主要国並みというところで，その主要国で最も高い水
準のフランスに合わせるだけでも，給与収入で500万までなんですね。ですから，今回の850万
というのはまだまだと。単に一回当たりの15万円の引下げというのが最大だからそこでやめま
したかのような，私は，受取方を結果としてせざるを得ない。」旨評しており，理論的な視点は
見受けられない。
54） 2017年12月9日の日本経済新聞3頁「増税対象の年収850万円浮上」の記事では，当初政府・
与党は800万円超としたが，公明党からの「中間層の生活を直撃する」旨の意見が続出し，850
万円まで引き上げる案が浮上した旨の記事が掲載されている。
55） 『民間給与実態統計調査結果（平成28年分）』によれば，給与収入900万円，800万円を超える
者の割合は熊本国税局管内では，それぞれ2.8％，4.2％，名古屋国税局管内では，それぞれ5.4％，
8.1％であり，地域差が見受けられる。
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得控除はあくまで概算控除であり，概算控除で不十分であれば給与所得控除のうちの
「他の税目との負担調整である部分」に加えて，概算部分を超過する額について特定
支出控除の適用が選択可能であり，仮に勤務経費が概算額部分を上回る者がいれば当
該制度を選択すればよいことになる。
　問題は概算控除の適用が制限される所得金額のレベルをどの様な基準で判断するか
であり，例えば，最高限度額適用者の給与収入額の判断基準として給与所得者の全体
の高額所得者割合を何％以上とするかといった考え方も1つの方法ではないかと考え
る。
　いずれにせよ，これらの改正により今後特定支出控除の適用者が増加することが予
想され，課税当局としてはこの制度のこれまで以上に特定支出控除に向けたPRが求
められる。
（4）所得金額調整控除の創設について
　今回の改正で，とりわけその内容が不明なのは，給与所得控除の見直しに合わせて
導入された所得金額調整控除である。この制度の概要は上記3（4）で述べたように，
控除限度額の引下げに伴う子育て家族等に対する負担増が生じないようにする措置で
ある。この規定が給与所得金額の算定の過程として適用するのであれば，給与所得控
除の特則としての意味合いを有するのであるが，規定ぶりからして必ずしもそうとも
考えられない。
　すなわち，今回創設された租税特別措置法41条の3の3第5項ではこの規定の所得
税法22条の適用について，「給与所得の金額」とあるのを「給与所得の金額から租税
特別措置法第41条の3の3第1項又は第2項（所得金額調整控除）の規定による控除
した金額」と読み替える旨規定し，給与所得の金額とは別の概念として構成しており，
明らかに給与所得控除とは異なる性格として位置づけられている。また，この控除制
度は一定額以上の給与収入を得ていれば夫婦の両方で控除できることから考えて規定
の性格上所得控除とも異なる。
　一般的に子育て等の家庭事情を有する者を対象に負担増の緩和を行うのであれば，
給与所得といった特定の所得金額の計算過程において負担緩和措置を講じるのではな
く，子育て家族等に対する担税力の減殺の観点から単に子育て等を行っている事実に
加えて，扶養者の人数，扶養状況等を踏まえたトータルの負担状況を加味した上で，
総所得金額等から所得控除である扶養控除等の改正でもって対応するのが本来の考え
方であると考えるが，何故に特定の所得金額の算定において画一的な控除措置を設け
たのかについての論理的な視点が見受けられない。仮に今回の改正に伴う850万円超
の給与収入者への配慮を行うのであれば，子育て家族等のみならずすべての給与収入
者を対象に，激変緩和との観点から2014年度税制で行われてきたように，段階的に
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引き下げるといった方策も考えられたところであり，所得金額調整控除といった新た
な恒久的な特別措置をあえて創設する必要はない56）。
　さらに，所得金額調整控除については年末調整が適用されるが，2か所以上で給与
収入を得る者等の該当者は適用できない場合があり，その場合の対応は不明である。
なお，年末調整に際しては，適用者は新たに扶養控除申告書とは別に「所得金額調整
控除に規定する申告書」の提出が必要で，これにより適用者のみならず源泉徴収義務
者にとっても多大な事務負担が想定され，事務量面で複雑化は免れない。
　この制度は租税特別措置法において規定されているが，時限立法ではなく恒久的な
規定ぶりとなっている。将来的に給与所得控除に見直しに際してはこの制度の在り方
について今一度検討が必要ではないかと考える。
5　おわりに
　以上，給与所得控除に関して2018年度改正を踏まえて若干の考察を試みた。これ
まで見た限りにおいては，給与所得控除の本質は勤務に伴う経費の概算控除の性格に
明らかにしつつ，他の税目との負担調整を図ることが，立法政策上入り込んできてい
るようである。勤務関連経費の状況に関するデータや特定支出控除の適用件数を見る
限り，前者のウエイトはかなり少ないものと思われるが，今後の給与所得控除の改正
に際しては，勤務関連経費の状況を踏まえた勤務に伴う経費の概算控除の額をある程
度目安として明確にしたうえで，大島事件の最高裁判決で示されたように，立法政策
において日本特殊の事情としてサラリーマンの現状を考慮した上で他の税目との負担
調整を図る部分をどの程度加味するのか示しつつ行うことが望ましいと考える。また，
今後給与所得控除の改正がさらに行われるのであれば，新たに創設された所得金額調
整控除の廃止を含めての見直しが必要と思われる。
　所得税が創設されて130年以上になり，この間環境変化に応じて様々な改正が行わ
れてきたが，今後，少子高齢化，国際化，IT化といった流れの中で更なる変化が想
定される。こうした中でも，立法者に対しては常にそのあるべき姿を忘れずに，適正・
公平な課税の実現に向けて制度改正に尽力することを祈念する次第である。
『南山経済研究』掲載論文の中で示された内容や意見は，南山大学および南山大学経済学会
の公式見解を示すものではありません。また，論文に対するご意見・ご質問や，掲載ファ
56） 2014年度税制改正における給与所得控除の上限の引下げについては，それまで上限額245万円，
上限額が適用される給与収入1,500万円超であったところ，2016年度上限額230万円，上限額が
適用される給与収入1,200万円，2017年度上限額220万円，上限額が適用される給与収入1,000万
円と段階的に引下げが行われている。
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イルに関するお問い合わせは，執筆者までお寄せ下さい。
（岸野　悦朗，E-mail: kishino@ic.nanzan-u.ac.jp）
